
資料１

小委員会における審議の状況について

１．物流小委員会・物流体系小委員会合同会議における審議経過について

９月２５日の中間取りまとめ以降、物流小委員会・物流体系小委員会

合同会議において、以下のとおり３回にわたり、物流事業者の国際競争

力の強化（検討の視点⑧）及び物流分野における先進的技術の導入・活

用（検討の視点⑦）に関するヒアリング、意見交換等が行われた。

第５回：平成２７年９月２７日（金）

○報告（物流事業者の国際競争力の強化に向けた施策について）

〇関係者ヒアリング

・日本通運株式会社

・ＳＧホールディングス株式会社

・一般社団法人 日本パレット協会

〇意見交換

第６回：平成２７年１０月１３日（火）

○報告（ＴＰＰ大筋妥結の概要について）

○関係者ヒアリング（国際物流関係）

・一般財団法人日本海事協会

・公益社団法人日本ロジスティクスシステム協会

〇報告（物流分野での先進的技術の導入・活用を巡る動きにつ

いて）

〇関係者ヒアリング（先進的技術関係）

・株式会社 日立製作所

・大塚倉庫株式会社

・川崎陸送株式会社

〇意見交換



第７回：平成２７年１１月５日（木）

〇関係者ヒアリング

・国土技術政策総合研究所

・ＩＴＳ Ｊａｐａｎ

・日本通運株式会社

〇ＩＴを活用した「賢い物流管理」について（参考資料）

〇報告（高速道路と物流施設の立地状況について、海外におけ

る貨物車流入規制等の取組について）

〇意見交換

２．主な報告・ヒアリング事項、議論の内容等について

（１）物流事業者の国際競争力の強化関係（検討の視点⑧）

① 制度改善に向けた働きかけ等について

アジアでの事業展開に関する課題等についてヒアリング。

（主な意見）

・アジア物流政策を日本が率先し、アジア全体で相談しながら検

討し、より効率的でスムースな仕組みを作るべき。

・日本は一体何をしようとしているのか、というのが見えるよう

な形で、分かりやすく国民に訴えるイメージが必要。

② 物流資機材等の標準化について

ASEANでのパレット等の標準化、現地物流事業者に対する認証制

度の構築についてヒアリング。

（主な意見）

・アジア物流圏でのパレットの標準化及びリターナブルユースに

向けて取り組みを進めるべき。

③ 人材育成について

国内における高度人材育成と海外現地での人材育成等について

ヒアリング。

（主な意見）

・将来を担う人材の交流の仕組み作りも重要。

・物流企業への入社後、勤め続けて貰える環境作りも必要。



（２）先進的技術の導入・活用について（検討の視点⑦）

① 人工知能、情報通信技術を活用した物流効率化等について

人工知能の活用による倉庫内作業の効率化事例、情報通信技術

等を活用した物流拠点におけるトラックの手待ち時間の削減、ト

ラックの輸送効率向上、安全教育への活用、路車協調システムの

動向等についてヒアリング。

（主な意見）

・トラック輸送の効率化等に向け、場所情報コードを活用したシ

ステムの開発促進を図るべき。

② 自動運転技術の動向について

自動運転技術の導入を見据えた課題等についてヒアリング。

（主な意見）

・トラックの隊列走行の早期実現に向けて、メリハリを付けて検

討を進めるべき。

③ ITを活用した「賢い物流管理」について

ETC2.0装着車に対する特車通行許可手続きの簡素化、ETC2.0を

活用した運行管理支援サービス、WIM（注）を活用した過積載の取締

り強化等について、事務局より報告。

（主な意見）

・WIMの設置箇所について、効果的な配置をすべき。

（注）WIM：weigh-in-motion（自動重量計測装置）

④ パワーアシストスーツ、無人航空機、場所情報コードの活用に

ついて

パワーアシストスーツ・無人航空機の活用により期待される効

果・課題、航空法改正の概要及び場所情報コードの概要について

事務局より報告。



（３）その他

① 海外における貨物車流入規制等の取組について

大型車の都市中心部や住宅地への流入を抑制するための規制的

な手法や関係者協調による手法（Freight Quality Partnership）

を活用したエリアマネジメントについて、事務局より報告。

（主な意見）

・物流事業者や荷主、警察等の関係者の合意形成、協議の円滑化

を図るためのプラットフォームを構築すべき。

② 長大トラックの通行について

長大トラックの通行に関し、ドイツの実地実験の状況等につい

て事務局より報告。

以上
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ＩＴを活用した「賢い物流管理」について

ＥＴＣ２．０で物流効率化、ＷＩＭで過積載の取締強化

Ｉ ＴＥＴＣ２．０ ＷＩＭ

深刻なドライバー不足が進行

トラックドライバーの

約４割が50歳以上

過積載車両が

約３割も増加

(1) ＷＩＭの増設とイエローカードの見直し

(2)道路管理者ネットワークの構築

(3) トラックと荷主情報のマッチング

(1) 特車通行許可の簡素化（特車ゴールド）

(3) 大型車誘導区間のラスト１マイルの追加

(2) トラック運行管理支援サービス

更にメリハリを効かせて、過積載を道路から撲滅 （当面の目標：２０２０年度目途に半減）

Weigh-in-motion（自動重量計測装置）

物流効率化 取締強化

適正利用

へ誘導

過積載への監視の目を強化する

老朽化する道路へのダメージが増大

0.3%の過積載車が道路橋に与

えるダメージは全交通の約９割

主な取組 主な取組

一方、30歳未満は１割に満たない

215万台※

166万台

50歳
以上
37%

30歳
未満
９％

※直轄国道39カ所の計測データ

物流拠点に直結する

ビックデータでトラック輸送を最適化する

渋滞や事故を避けた効率的な経路選択が可能となる

道路管理者が連携を高めて過積載を取り締まる

荷主にも責任を持たせる

ビッグデータを収集する 荷重データを自動収集する

40～49歳
32％

30～39歳
22％

メリハリ

道路を賢く使う取組

今回実施 平成28年度より順次実施（一部前倒し）
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（DATA）同一発着地点の経路申請状況

ＥＴＣ２．０装着車への特車通行許可の簡素化
渋滞や事故を避けた効率的な
経路選択が可能となる

今回実施（パブリックコメント→導入）

申請した個別の輸送経路のみ通行可能現 在

ＥＴＣ２．０
装着車

国が指定した大型車誘導区間を走行する場合、

輸送経路は自由に選択可能

出発地

目的地

⇒ 渋滞・事故時の迂回ができ、輸送を効率化

大型車誘導区間

出発地

目的地

①一本一本の

経路毎の大量

な申請が必要。

②加えて、定期

的に更新手続

きが必要。

①複数経路を

まとめて１つの

申請に簡素化。

②更新手続きも

自動化。

８割以上が

複数経路で申請

（平均９経路）

※H25特車許可の実績（セミトレーラ）

ＥＴＣ２．０
システム

特車許可
システム

<違反判定>

過積載取締
システム

輸送経路の確認

自動更新
（ワンクリック更新）

① 警告・是正指導

② 自動更新不可

違反あり違反なし

経路
データ

経路
データ

重量
データ
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ＥＴＣ２．０ トラック運行管理支援サービスビックデータで
トラック輸送を最適化する

今回実施（公募開始→実験）

目的地

物流拠点

出発地

物流拠点

17:57:30 18:10:20
18:40:05

急ブレーキ －0.42G
急ハンドル 0.05G

急ブレーキ
急ハンドル情報

物流事業者

リアルタイムな位置情報で

正確な到着時刻を予測

⇒ 荷待ち時間を短縮

17:30:13

トラックの位置情報

トラック運転の危険箇所を

ピンポイントで特定

⇒ ドライバーの安全確保

トラック輸送ルート

約半数で
１時間以上の
荷待ち時間が発生1～2時間

27.8%
１時間以内

50.9%

荷主庭先実態調査報告（日本路線トラック連盟）より

※主要産業の配送センターにおける到着から荷役開始までの時間

車両運行管理
に活用

実験参加者（公募）国土交通省

収集

データの
加工・表示

物流施設

ETC2.0車載器の搭載

プローブ情報

＜サービス提供者＞

＜物流事業者等＞

入出情報のみの場合

実験参加者
データ

プローブ情報

拠点用路側機
（任意）

実験スキーム

（DATA）荷待ち時間の現状

併せて、バスやレンタカーへの適用についても実験予定

2時間
以上

17.4%

記載
なし
3.9%

抽出

配信
サービス
の提供

例）到着時刻の予測
ヒヤリハット地図
日報の自動作成
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大型車誘導区間のラスト１マイルの追加物流拠点に直結する

①国際競争力強化のため

国際戦略・拠点港湾とのラスト１マイルを選定・追加

②物流効率化や環境保全等の観点から、更なるラスト

１マイルを検討・追加 （重要港湾、工業団地、トラックターミナル等）

※道路管理者、地方自治体、トラック事業者等からなる協議会等で検討

例：広島港（国際拠点港湾）

港湾

空港

鉄道貨物駅

流通業務団地

トラックターミナル

中央卸売市場

保税地域

特定流通業務施設

工業団地

その他

（重複する場合はより上の類型に含まれるものとして整理）

ラスト１マイルを追加し、より効率的に大型車を誘導

0%
国際戦略港湾 国際拠点港湾 重要港湾

10%

0.2%

2.3%

0.9%

0.2%

0.5%

3.7%

0.9%

9.1%

65.6%

16.7%

誘導区間以外の
路線

5.4%7.6% 3.7%

申請なし
～100件
100～500件
500件～

申請経路数

大型車誘導区間

臨港地区

大型車誘導区間

○道路の老朽化への対応として「大型車誘導区間」を指定

（これまでに高速道路、直轄国道等を指定：約34,200km、走行カバー率約８割）

○大型車誘導区間のみ

を通行する場合、国が

一元的に審査を行うこ

とで、許可までの期間

を短縮

通常２０日程度

→ ３日程度

ラスト１マイルの課題

○誘導区間から物流拠点までのラスト１マイルが繋がっていない。

（DATA）発着施設の割合 追加施設の方針

今回実施（平成27年度内）

平成28年度から順次追加
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260

H22 H23 H24 H25 H26

ＷＩＭの増設とイエローカードの見直し過積載への
監視の目を強化する

車両検知機能（進入）

路側処理機能

軸重計測機能

車両検知機能（退出）

車両情報取得機能

車両のナンバー、全景を撮影

計測したデータを
センターに送信

個々の車両を検知

個々の車両を検知

軸重を計測

基準を超える走行車両の重量、車両を特定するためのナンバーを

常時測定し、センターへ送信。

センターにおいて特車許可DBとマッチングして違反を判定。

H20.10より運用開始(現在40箇所（直轄国道）)

ＷＩＭの概要

計測精度の向上（新技術）

イエローカードの見直しの方向性（直轄国道の例）

違反状況（重さ、違反回数）に応じてきめ細かくイエローカード
（警告・是正指導）を実施

（DATA）過積載の増加

国総研での実証実験

±２０％

±５％

これまで

新技術

ピエゾ方式

ベンディング
プレート方式

新技術を活用したＷＩＭを今年度より順次増設 平成28年度より段階的に見直し

過積載車両が

約３割も増加

215万台

166万台

自動重量計測装置

33
%

※直轄国道39カ所の計測データ

軸重 軸重

違
反
回
数

⇒イエローカード４回でレッドカード(告発）

現在 見直し
イエローカード

ゾーン

イエローカード
ゾーン

10t-20t

20t超2回/月

7回/月

（
万
台
）

軸重10t以下
72%

10-12t
24%

12-14t:3%
14t超:1%

H26違反車の内訳
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道路管理者ネットワークの構築道路管理者間で連携を高めて
過積載を取り締まる

① 特車基準等の統一化

② 違反情報を共有化
→ 他の管理者分も含めた累積回数で警告・指導

③ 基地取締り時のＷＩＭ情報の活用

④ 基地取締りの強化

（１）特車基準（車両幅員の例） ［高速会社⇔高速会社］

（２）大口多頻度割引の取扱い［高速会社⇔高速会社］

高速国道等 一般有料

４車線 ２車線 ４車線 ２車線

東
日
本
高
速

北海道支社 3.3m 3.3m

東北支社 3.3m 3.0m 3.5m 3.25m

関東支社 3.0m 3.0～3.5m 3.0m

新潟支社 3.3m 3.0m － －

中日本・西日本 3.0m 2.5～3.5m 3.0～3.25m

東・中・西日本 首都・阪神・本四

＜違反を重ねた場合＞
①大口・多頻度割引の停止

（1ヶ月間）
○ ×

＜①の停止期間中に、
違反を重ねた場合＞

②ETCコーポレートカードの
利用停止

○ ×

特車基準等の現状

（３）ＷＩＭの取扱い［直轄国道⇔高速会社］

警告・是正指導等

直轄国道
軸重２０ｔ超：２回/月
軸重２０ｔ以下：２０回/３ヶ月
是正指導を繰り返した場合、公表、告発

首都高速
軸重１２ｔ超：３回/１２ヶ月
違反が多い場合、講習会等

道路管理者ネットワーク

直轄国道

高速会社
機構

地方自治体

基準の統一化、情報の共有化等により各道路管理者が連携して

過積載の取締りを強化

過積載

平成28年度より順次実施
※会社間で異なる特車基準の統一化は、物流効率化の観点で前倒しでの実施を検討

主な取組
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トラックと荷主情報のマッチング荷主にも責任を持たせる

① 基地取締の際、違反者に荷主名等荷主に関する情報の聴取

② 荷主も関与した特車許可申請の仕組みを検討

協力要請

荷主勧告

公表

違反行為に対し、荷主の
明確な関与は認められな
いものの、当該違反の再
発防止のため、荷主の協
力を要請する必要がある
場合

運送事業者が
３年以内に同一違反

警告に従わず
3年以内に運送事業
者が同一違反

警告書

運輸局の監査
運送事業者に対する安全確保命令・行政処分

※荷主の事業所管大臣の意見聴取必要
警 告

車両制限令違反（１回目）

警 告

車両制限令違反（２回目）

警 告

是正指導

車両制限令違反（３回目）

弁明の機会

公 表是正指導

許可取消・告発 公 表

車両制限令違反（４回目）

運輸局への通知

国道事務所→運輸支局

H27.3～

車限令違反も運輸局
監査の対象に追加

取締基地における

現地取締りが対象

（ＷＩＭは対象となっていない）

トラック 荷 主

平成28年度より順次実施

※さらに、運送元（例えば工事現場等）に関する情報を活用した防止策も幅広く検討

荷主勧告には至らない
ものの、違反行為に対
し荷主の関与が認めら
れる場合

荷主勧告の要件※
に該当
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